全国統一闘争の前進にむけたメッセージ
対自治体全国統一闘争に結集した全国の組合員の皆さま、自治労中央闘争委員会を代表して闘いの決意を申し上げます。

日本経済が深刻な悪化を続ける中、経営側は雇用削減に走り、一部ではゼロ回答の方針を示すなど、厳しい姿勢を示しています。連合は「賃上げこそ最大の景気対策」として、生活防衛の観点から物価上昇に見合うベアを実施することによって、日本経済をこれ以上悪化させず、失業者を増やさないようにしなければならないと訴えています。自治労も地域労働運動を積極的に担う立場から、その取り組みの先頭に立ち、民間の仲間との連帯を一層強めながら2009春闘の勝利をめざさなければなりません。
この間の市場原理主義的政策によって雇用の規制緩和が進められ、福祉・医療などわたしたちのくらしを守る公共サービスが削減されました。その結果、労働者間、地域間など社会のさまざまな局面で格差が拡大し、貧困が増大しています。
雇用や生活が危機に陥っている今、市場原理主義による構造改革路線を中止させ、公共サービスを再構築する政策へと転換させなければなりません。そして、公共サービスに従事する私たち自身が誇りを持ち、安心して働ける環境を確保することが重要です。

その目標にむけ、自治労は今春闘において、次の５つの「統一行動指標」を掲げ、３月13日に「全国統一行動」を配置し、自治体交渉に断固とした態度で臨みます。

①　現行の賃金水準の改善に努めること。

②　臨時・非常勤等職員の雇い止めを行わず、人事院指針を踏まえた処遇改善に努めること。

③　1日の所定労働時間を7時間45分とし、労働時間管理を徹底すること。

④　自治体が委託する公共サービス関連の事業所について、雇用確保に努め、労働基準法など法令遵守させること。このため委託契約手続きに関わって、公正労働基準を確保する条項を設けること。

⑤　男女間の個別賃金実態を明らかにし、格差の解消に取り組むこと。

中央においては、公務員連絡会に結集し、3月23日に人事院総裁・総務大臣交渉を実施し、春季段階における誠意ある回答を引き出します。
私たちを取り巻く情勢は厳しさを増していますが、このような時期こそ労働組合の社会責任を果たすことが重要です。2009春闘が元気な日本社会を取り戻す第一歩になるよう、最後まで全力で闘う決意を明らかにし、皆さまへの連帯のメッセージといたします。
ともに闘いましょう。
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全日本自治団体労働組合
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